
 

第１回「京都府の森林管理のあり方」検討有識者会議（今後の府民税のあり方について） 

の議事要旨 

 

１ 日 時：令和７年１月８日（水）９:30-11:30 

２ 出席者：名簿のとおり（三好委員は欠席） 

       

３ 場 所：京都府公館 第５会議室 

 

４ 聴取意見の概要 

 

議事(1)「京都府豊かな森を育てる府民税」のあり方に係る検討の進め方について  

（意見なし） 

 

議事(2)「京都府豊かな森を育てる府民税」の第２期の振り返り 

・大きな災害が起きており、防災・減災対策の重点的な実施として、治山施設などのハード

整備も必要だと思うが、森林整備も一体的に実施していくべきと考える。また、林業の課

題である担い手対策は、譲与税を活用し市町村で実施されているが、府全体で考えていく

必要があると考える。 

 

議事(3) 主な論点（案）について 

〇論点１ 京都府豊かな森を育てる府民税の継続の必要性について 

・ここ１０年で、気象条件が変動しており、激甚化する災害への対策の必要を鑑みると、

財源を縮小していく時期ではないと考える。近年の気象変動も踏まえ、検討していく必

要がある。 

 

・防災・減災対策の重要性は今後も増していくと考えるので、規模感の検討をしてほしい。

一方で、ほかの人工林整備、木材利用、里山整備についても同様に、規模感が今のまま

でよいのか検討してほしい。    

 

・近年の局地的な雨に対応するためには、府民税による危険木の撤去などの緊急的な対応

は必要であると考える。譲与税との役割分担については、市町村には専門職が少なく、

両税の使い方がわからないという意見もある。府が引っ張っていく必要があると考え

る。 

 

・今回の３つの論点が重要であると考える。今までの当有識者会議での検証は事業面の評

価であり、今回、税制面の検討を行う必要がある。例えば、現在行っていない法人から

の徴収について、今後どうするべきか検証が必要である。課税額、税額水準の検討のた

め、財政需要を算出するなど、独自施策として必要な事業の規模を示す資料などを作成



する必要があると考える。創設から１０年たっており、財政需要などの変化を踏まえて、

次回の会議で税のあり方を検討する必要があると考える。 

 

〇論点２ 京都府豊かな森を育てる府民税 市町村交付金の取り扱い 

・交付金は、森林の少ない市町村では、森林整備に活用できないので、木材利用に活用せ

ざるをえない。そうなると譲与税と使途が重複するのが課題である。 

 

・市町村ごとに状況が異なる。森林が多いと防災に対する需要はある。一律配分をどうす

るのかというのは論点だと考える。申請制・希望性なども検討していく必要がある。 

 

・創設時から交付金制度をめぐる状況の変化を踏まえた検討が必要。交付金を扱っている

のは、他府県でも少ない。創設時にはニーズがあったかもしれないが、今どのようにな

っているかを検討すべきである。府における森林の整備に係る水準がある場合、その基

準を満たすには交付金が財源として必要であれば、制度は継続すべきだが、その交付金

の活用方法に課題があるのであれば、方法を見直すべき。 

 

〇論点３ 国の森林環境譲与税との役割分担について 

・どちらの財源を何に活用するかといった役割分担に係る議論を明確にするため、府民

税、譲与税の各使途を細分化した資料が必要。 

 

・減災・防災は、今の時代において、３つの柱の中で最重点課題になっていると考える。

財源に限りがある中で、有効な活用を検討していく必要があり、市町村のニーズを把握

した上で、必要であれば、市町村へ提案型やメニュー方式で交付することなどの見直し

を考えていくべき。 

 

・役割分担の方法として、同じ事業であっても、全国的な水準を達成するために必要な経

費には国費を充当し、府として独自に設定した目標を達成するために追加的に必要な

経費に府民税を充当するという考えもある。 

・しかし、徴収の方式が同じであり、府民にはどちらかの税だけでよいのではないかとい

う認識はあると思うので、説明の仕方の工夫は必要であると考える。 

 

・譲与税の執行率が低いのに、市町村に府民税を交付するとなると、２つの税を徴収する

必要はないのではないかとの指摘を受けかねない。市町村において、府民税が必要なの

か、またどういった施策に活用するのか整理すべき。 
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